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2026年６月３日、「職場における熱中症対策」の
学習会が開催され、会場・オンラインなど36名が参
加しました。全労働広島支部の竹林祐一氏（右写真、
労働基準監督官）が「職場における熱中症対策の強
化について」と題して労働安全衛生規則の改正点や
新たに策定された厚生労働省のガイドラインを概説
しました。

厚労省のガイドラインと労安規則
改正のポイント

ガイドラインは、ＷＢＧＴ値（暑さ指数）を活用
し、遮蔽物や休憩所の設置等の作業環境を整えるこ
とや作業時間の短縮、暑熱順化等の作業管理を行う
ことなどを示しています。労安規則の改正（2025
年）では、熱中症による死亡災害の多くが「初期症
状の放置や対応の遅れ」に起因していることから、
体調不良者を発見した際、現場での「体制の整備」
「手順作成」「周知」が義務化されました。しかし、
法律で決まっている内容はあくまでも最低限のもの
であり、有効に機能させるためには業種ごとに異な
る現場の実態に応じ、ガイドラインを活用しながら
「取れる対策・有効な手段」を漏れなく講じさせる
ことが、死亡災害削減につながっていくということ
でした。

各産業で前進しはじめた熱中症対策

各現場からの報告では、省令改正や労働組合の要

求を背景に、具体的な熱中症
対策が着実に前進している様
子が４つの労働組合から報告
されました（下図参照）。

人権を根本にすえた
熱中症対策への進化を

厚労省の熱中症対策を実効
ある対策とさせていくのは労働組合や安全衛生委員
会の役割であり、労使一体の取り組みが求められま
す。2026春闘では、酷暑期間中の１週間の休業を
実現するなどの成果もある一方、政府による熱中症
対策への費用助成はエイジフレンドリー補助金など
限定的であり、補助金の枠組みの見直しや大幅増も
必要です。
地球沸騰といわれる気候危機により、さらなる酷
暑も想定されます。欧州の一部で認められているよ
うな仕事から離脱する権利や、酷暑期の労働時間短
縮を求めていきましょう。 （編集部）
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今回のテーマは、「すべての働く人への産業保健」
で、以前より問題だった非正規雇用労働者だけでな
く、一人親方や「フリーランス」で働く人びとへ、
どうやって産業保健サービスを提供するかという、
社会・制度的な問題に焦点を当てていました。この
線に沿った、シンポジウムや講演が多く、当事者で
あるウーバーイーツユニオンの長坂さんと日本芸能
従事者協会の森崎さんが発言するシンポジウムも設
けられていました。また、一人親方や「フリーラン
ス」の労働者性についての教育講演もありました。
印象に残った企画について報告します。「医療従

事者のための産業保健研究会」では、旭川医大の西
條泰明教授より、東北・北海道での医療機関の産業
保健の現状についての調査報告がされました。焦点
は、医師の働き方改革の前後で、病院の医師に関す
る労務・健康管理がどうなったかです。一定取り組
みは進んだと評価できるものの、まだまだ労務管理
としては不十分と考えられる内容で、西條教授自身
も、国立大学法人の大学病院が赤字続きなのが原因
で、産業保健に力を入れられないと話されていまし
た。
「教育講演 小規模事業場のストレスチェック義

務化に向けて」は、演者が産業医学研究所の森口次
郎先生で、厚労省が出した「小規模事業場ストレス
チェック制度実施マニュアル」の作成者です。講演
内容は、このマニュアルの説明でした。ストレスチ
ェックの結果をどういかすかの話題はなく「集団分
析結果は成績表ではない」「判定図（集団分析結果）
にかかわらず、出来ることからはじめよう」と話さ
れました。ストレスチェックをしなくても、集団分
析をしなくても、メンタルヘルス対策はできると言
わんばかりで、改めてストレスチェック制度は、働
く人びとにとって役に立たないとの確信が深まりま
した。
「作業関連性運動器障害研究会」では、腰痛予防

のために、取扱う重量の上限を男性は自身の体重の
40%まで、女性は24%までとされている件につい
ての研究報告がありました。労働安全衛生総合研究
所の小山冬樹先生から、逆動力学に基づいたシミュ
レーションの結果より、一定以上の体重のある労働
者の椎間板には、椎間板を傷めるとされている3400
Ｎ（ニュートン）以上の圧力が生じることが示さ
れ、体重で取扱いの重量を決めるのではなく、トル
クなどの力学を考慮した、単一の数字で管理する方
が良いとの議論がされました。

（大阪社会医学研究所 中村賢治）
………………………………………………………
今回の学会の参加では、労働安全衛生法の改定と、
労働基準法の改正目前（14連勤の禁止や勤務間イ
ンターバルの義務化など）での法案提出の見送り
で、参加者の不安のようなものを感じました。
これから始まる50人以下の事業場でのストレス

チェック、事業主が従業員にしなければいけない化
学物質の情報提供をどうするのか、持ち上げること
のできる重量物の限界など多様な教育講演や研究会
がおこなわれました。振動障害の検査を受けること
のできる検査機関の情報交換もおこないました。
さらには一人親方や単独で働く者に発注者がなす
べき対応、特定機械を使う災害の防止や、高齢労働
者の労働災害の防止をどう行うかという教育講演も
開かれ、多くの受講者が聴講していました。

（東京センター 門田裕志）

いいのの健健全全国国セセンンタターーがが第第３３回回理理事事会会をを開開催催（（６６月月３３日日））
いの健全国センターは６月３日、第３回理事会を

開催（台風のためオンライン開催、オブザーバーの
１名を含め35名が参加）。垰田理事長からの挨拶
の後、民医連選出の副理事長・西澤淳氏の内田寛氏
への変更、民医連選出の岡村やよい理事の武内美和
子氏への変更（岡村氏は個人理事として継続）を確
認しました。
九後事務局長から第２回理事会（４月１日）以降

の経過や審議会等の動きについて、日本成長戦略会
議労働市場改革分科会主導で裁量労働制の見直しや
監督署指導の緩和などの動きが報告されました。
季刊誌「読者サロン」はこの間２回開催。６月３
日に予定されていた「政策・制度要求2025」にも
とづく第１回目の厚労省要請は台風のため延期され
ました。課題別検討会では、熱中症ＰＴ、高齢者Ｐ
Ｔが検討をスタートさせています。 （編集部）

第９９回日本産業衛生学会㏌大阪 ５月２７日から３０日第９９回日本産業衛生学会㏌大阪 ５月２７日から３０日
すべての働く人への産業保健の提供や小規模事業場でのストレスチェック開始など議論すべての働く人への産業保健の提供や小規模事業場でのストレスチェック開始など議論

第９９回産衛学会のバナー（学会のＸのページより）
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６月６日、いの健京都センターが事務局を担って
いる「過労死防止京都連絡会」の第12回総会が開
催されました。そこで、電通で働き亡くなられた高
橋まつりさんのお母さんの高橋幸美さん（写真下）
に静岡から来ていただいて学習会を行いました。

まつりさんからの最後の LINE

高橋さんは、まつりさんとの京都の思い出から話
し始められ、生まれてから東京大学に入学され、
2015年４月に電通に就職、同年12月25日に過労自
死に至るまでの経過、特に、まつりさんの長時間・
過密労働の状況を詳しく説明されました。まつりさ
んのお母さんの幸美さんに宛てた最後の LINEは、
「わたしの大好きで大切なお母さん、さようなら。
ありがとうね。仕事も人生もすべてがつらいです。
さようなら。お母さん、自分をせめないでね。最高
のお母さんだから」でした。

電通の長時間労働と労働時間隠蔽が断罪

その後、三田労基署に労災申請し、労基署は「残
業時間100時間超、労働時間の隠蔽」を認め労災認
定しました。そして電通本社に立ち入り調査を行い、
労基法違反で法人と元上司を書類送検しましたが、
東京簡裁は、略式起訴は不相当として法廷で審理を
行い、労基法違反で電通に有罪判決（罰金50万円）
を言い渡しました。そして高橋さんと電通との間で
は、2017年に「合意書」が交わされました。その
合意書では、「労働時間を適正に把握して、正確に
記録する」「36協定の上限時間の削減に努める」
「ハラスメント対策を強化する」「新入社員には残

業時間を月45時間以
内として特別条項は発
動しない」「遺族に対
して年１度以上、期間
を定めず、労働環境改
善の報告を行う」など
が約束されました。電
通はその後2025年に、
女性活躍推進企業とし
て「えるぼし」認定、
子育て支援企業として
「くるみん」認定され
たとのことでした。

裁量労働制の拡大で、過労死も自己責任に

高橋さんは、2014年の過労死防止対策制定、2018
年の働き方改革関連法成立にもふれ、脳・心臓疾患、
精神障害の労災請求・認定件数が増え続けているこ
とを指摘しました。そして、過労死・長時間労働・
ハラスメントは人権侵害であり、過労死のない社会
実現のために、国と事業主は労働者の心身の健康を
守る義務を果たすことを強く求めました。また、現
在議論となっている裁量労働制の拡大について、「裁
量労働と言うが、実際は労働者に裁量が与えられて
いない」「本人が合意したとして過労死も自己責任
にされかねない」と厳しく批判しました。
最後に高橋さんは「過労死は本人だけでなく、残
された家族の人生も壊します」「子どもたちの未来
を守るため、法律を働く人の健康と命を守るものに」
「（学習会参加者の）みなさん自身とご家族のご健康
に留意され、ご活躍を期待しています」「すべての
働く人の人権が守られ、幸せに生きられる社会にな
ることを心から祈っています」と訴えられました。

（京都センター 岩橋祐治）
………………………………………………………
厚労省協議会で過労死遺族が訴え（６月５日）
６月５日、過労死遺族や労使の代表、専門家らで
つくる「過労死等防止対策推進協議会」（厚生労働
省協議会）が開催されました。高橋幸美さんのほ
か、裁量労働制で働くエンジニアだった夫をなくさ
れた渡邊しのぶさん（東京過労死を考える家族の
会）らは、過労死の労災申請が増加していることを
指摘するとともに、労働時間の規制緩和ではなく、
長時間労働をなくすこと、実効ある過労死防止対策
の推進を訴えました。
渡邊さんは夫をなくされたあと、会社側から「裁
量労働制だったから帰宅時間も調整できたはずで自
己責任だ」と言われたことを公表されています。

（編集部）

過労死防止京都センター第12回総会記念学習会 高橋幸美さん講演

「これでいいのか?『働き方改革』の見直し―電通事件から10年、
過労死しない社会を願う」

「これでいいのか?『働き方改革』の見直し―電通事件から10年、
過労死しない社会を願う」

あいさつする荻野幸夫過労死防止京都センター代表（左）

遺影を前に話をされる
高橋幸美さん
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１３０件を超える切実な相談に対応
ケア労働者の労働相談ホットライン

全労連

互いに支え合うセンターの役割
を実感 講演・総会と交流のつどい神奈川

診療報酬や介護報酬、障害福祉サービス報酬改定
の前日、全労連は「ケア労働者のための全国一斉
５.31労働相談ホットライン」を実施ました。当日
は、 全労連会議室と全国29会場で205人が参加し、
130件を超えるケア労働者からの電話相談に対応し
ました。 12時のＮＨＫニュースで報道された途端、

全労連会場の10回線は
あっという間に埋まり、
それ以降もコンスタント
に相談が寄せられ、各地
域の会場でも同様の状況
でした（左写真）。

相談の内容は「報酬改定の処遇改善部分のお金が
もらえていないのではないか」「資格を持っていて
も最低賃金近傍の賃金しか出ていない」「同じ仕事
をしていてもパートにはボーナスが出ない」といっ
た賃金問題のほか、人手不足が原因で休憩や休暇が
取れなかったり、遅番の直後に早番勤務を強いられ
るといった過酷な労働実態を訴える相談が多くあり

ました。また、ケア労働者本人ではなく、その家族
からも子どもや孫を心配する電話も少なくありませ
んでした。
ある県では「学童保育の指導員をしているが施設
が市の運営から民間企業の運営に代わって労働条件
が悪くなった。残業代の支払いを求めても証拠がな
いと拒否される」という相談が複数寄せられ、労働
組合結成に向けた動きもつくられています。
全労連・国民春闘共闘の集計では、医療・社会保
障分野の賃上げ状況は、集計を重ねる毎に上積みが
あり、賃上げ額も前年を上回ったものの、その水準
は依然厳しい状況となっています。

ケア労働者の賃金・労働条件改善が急務

医療・介護・福祉といった分野は誰もが健康で人
間らしい生活を送るために必要な事業であり、その
役割をきちんと果たすためには、そこで働くケア労
働者の賃金・労働条件を適切に確保することが不可
欠です。６月から各報酬改定が行われていますが、
それにあわせた賃上げ回答が行われていない職場も
あり、引き続きの取り組みが求められます。

（全国センター 九後健治）

神奈川センターは５月30日、第28回定期総会を
三部構成（講演、総会、労災・職業病・被解雇者を
励ます交流のつどい）で開催しました。
開会にあたって竹内啓哉会長は「高市政権は労働

法制の規制緩和や軍事費の拡大に加えて、国家情報
局の創設や憲法改悪など『戦争への道』を進んでい
る。そういう中でも、若い人をはじめ幅広い層の国
民がおかしいことはおかしいと声を上げている。あ
らゆる方面から政権を追い詰めていこう」と呼びか
けました。
第一部の講演は、森﨑巌さん（全国センター理

事）が「高市政権の労基法改革と高年齢者の労災防
止」と題して話し、働き方改革にも逆行する高市政
権の動きを批判し、「働くルールを決めるのは、働
く者の連帯・共同の力。『政策・制度要求２０２５』の
実現に向けて共同を広げよう」と強調しました。
第二部の総会は、労安活動を職場に根付かせ、担

い手を育てようと提起があり、５人が次のように発
言しました。「クロネコメイト３万人の契約打ち切
りに対し、団体交渉を配置して雇用継続・配置転換

を勝ちとり、フリーランスを『労働者』と認める和
解を勝ち取った」（建交労）、「建設現場の死亡災害
の多くは中小業者の労働者。適正な単価や工期の設
定など、労働条件改善を進める」（神奈川土建）、「障
害児を家庭科室や理科室で受け入れている。障害が
あっても共に生きられる社会づくりが重要」（神障
教組）、「利用者宅で激しい罵倒、威嚇を受け、同
行した上司にも放置され精神障害になったが地公災
は認定しなかった。引き続き認定を求めてたたかう」
（県職労連）、「労組づくりの動きに対し、会社から
組織的で執拗な仕打ちを受けて精神疾患を発症。労
災は認められなかったが、声を上げることが大事で
あり、助けてくれる人と組織があることを学んだ」
（労災被災者）。

みんなの「支え」が大きな力に

第三部のつどい（下写真）には18人が参加し、ソ
フトドリン
クとスナッ
ク菓子をい
ただきなが
ら交流しま
した。 （神奈川センター 鈴木信平）

各地・各団体のとりくみ
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いのちと健康を守る活動こそ労働
組合活動の原点 第３回労安連続講座

自治
労連

いの健活動でハラスメントのない職
場づくりを 山口県労安センター第２９回総会山口

自治労連は第３回労安連続講座を６月11日に開
催。18地方組織から60人を超える仲間が参加（右
写真）、本庁・現業職場それぞれの「職場における
労働安全衛生活動」を学びました。

安全衛生委員会は対等な発話の場

大阪自治労連・生田千鶴書記次長が労働安全衛生
の基礎知識について講義（下図）。「組合員のいのち
と健康を守る活動こそ労働組合活動の原点。アンケ
ート調査などで組合員からの声を集め、当局に改善
を求めていこう」と呼びかけました。

熱中症対策に必要な物品を公費で

大阪・堺市職労の山口浩書記長が、本庁職場にお
ける労働安全衛生委員会の事例について講義。堺市
の中央安全衛生委員会での議論と労働組合としての
要求をあわせて交渉し、介護保険認定調査訪問など

に対する熱中症対策を当局に訴え、スポーツドリン
クや塩飴などが公費で購入できるようになったこと
を話しました。

一人のわがままにさせない

自治労連埼玉県本部現業評議会・谷口廣人副議長
は現業職場の労働安全衛生活動について「現業職場
は常に公務災害のリスクと隣り合わせ」と強調し、
「今日、無事に家に帰ることがあなたと家族に対す
る最大の責任」と熱を込めました。熱中症対策とし
て時間で区切った強制保水などを挙げ、「１人の『こ
こが危ない』『休みたい』という声をただのわがま
まにさせず、『公式の改善要求』に引き上げるのが
労安活動の役割だ」と結びました。

分散討論で参加者が交流

分散討論では「委員会開催が年２回ほどしかなか
ったが、組合活動を通じて当局の考えを改めさせ、
毎月開催が維持できている」「安全衛生委員会は組
合で要求を出すのと同じぐらい重要な会議だと気づ
いた」など、各地の労安活動の状況を共有し合いま
した。 （自治労連 仲村光代）

山口県労安センターは、６月７日に山口市内で第
29回総会・学習会を開催しました。討論では、地
方の医局の荒廃を促す人材派遣の問題、地方公務員
災害補償基金について公務外認定処分取り消しの事
例、「なくせじん肺キャラバン」の取り組み、スキ
マバイトや外国人労働者の課題などが報告され、県
内の労災認定を求めるたたかいとの積極的な協力・
支援も提案され総会を閉会しました。
総会後の学習会では、いの健全国センターの田村

昭彦副理事長が『安心して働くための「いの健」活
動で、ハラスメントのない職場づくりを』と題して
講演。「カスハラに対して毅然と対応する『権限』
を社員に与えている」事業所の事例を紹介し、現場
に権限を持たせることの重要性にふれました。

「ダブルジョブ」で過労と圧力により「くも膜下
出血」を発症し過労死させられたＳＥが、労災認定
はされたものの、上司は「うちの業界はこんなもん
だ」と謝罪もない事例を紹介。権力勾配が激しいほ
ど下の人はハラスメントの被害に遭いやすい社会構
造を指摘しました。
また、ＩＬＯ190号条約「仕事の世界における暴
力とハラスメント除去に関する条約・暴力とハラス
メント根絶に向けた国際労働基準」に言及、日本で
は労働施策推進法で「カスハラ」「就活セクハラ防
止」等は義務化しながらも「業務上必要かつ相当な
範囲を超えたもの」「優越的な関係を背景とした言
動」と限定的で、ハラスメントを禁止していないと
指摘、条約の批准と国内法整備を求める労働組合の
運動を強めるとともに、「職場における労働組合の
役割を発揮し、職場の改善を進めよう！」と呼びか
けました。 （山口センター 船岩 充）

各地・各団体のとりくみ
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ノーリフティングで心身の健康を守る
１０２名が学習と実践に参加

中・
四国

労働災害を防ぐ砦を「職場」に築こう
センター総会を通じて経験交流長野

中国・四国地方９県の持ち回りで毎年開催の「い
のちと健康を守る中四国ブロックセミナー」。第17
回となるセミナーが６月13～14日に高知市で開催
され延べ102名が参加しました。

講演と体験を通じた理解が広がる

今回のセミナーは、
「ノーリフティングで
心身の健康を守る働き
方へ」をテーマに（一
社）ナチュラルハート
フルケアネットワーク
の全面的な協力を得て
下元佳子代表理事の記念講演、その後のパネルディ
スカッション。そして２日目の分科会では会社施設
などを利用し「ノーリフティングの実践を体験」（上
写真）を行いました。
「職場の腰痛対策の現状と改善の取り組み」をテ

ーマとしたパネルディスカッションでは、高知県消
防職員連絡会、高知県立高知若草特別支援学校、林

精神医学研究所、生協ひろしま福祉支部から業務に
携わる方々からの報告と意見交換が活発に行われま
した。
２日目は、門田勇人（広島合同労組）さんを講師
に「労働安全衛生活動の基礎講座」、産業保健相談
員・メンタルヘルス対策両立支援促進員の槙本宏子
さんを講師に「職場におけるハラスメント対策～心
の健康づくりを含めて～」、井上玉紀（建交労徳島）
さんを司会に「職場の問題事例を通して、みんなで
解決策を検討」の分科会がそれぞれ行われました。
ノーリフトの関連では、「リフトのような機材が
なくても少しの工夫で腰痛予防ができる」、「ノーリ
フティングはよくない姿勢での作業（中腰や腰のひ
ねり、持ち上げ、抱え上げ、引きずり）を改善する
取り組み」、「腰痛を発生させない、健康で働ける環
境が大切」、「自分たちの仕事を含めたくらし方を見
直し健康を守っていく」などの声があがりました。
ハラスメントの分科会では、パワハラが起こる要
因に、価値観の多様化や精神的余裕のなさ、ＳＮＳ
の影響による対話能力の低下などが指摘され、「丁
寧なコミュニケーションに心がけることが予防につ
ながる」などの感想が寄せられました。

（高知センター 岡村和彦）

第27回働くもの
のいのちと健康を守
る長野センターは６
月14日、総会・学習
会を第三地区公民館
（松本市）で開催しました。ZOOMも併用し、会
場20人+ＷＥＢ７人の計27名が参加しました。
はじめに、いの健全国センター副理事長の田村昭

彦医師（九州社会医学研究所名誉所長）より「産業
医から見た労基法改正と職場の安全衛生活動につい
て」と題した講演ありました（上写真）。
労働者の健康問題への取り組み事例（特に過労死

事例）を通じて長時間労働とハラスメントが職場の
安全性に影響を与えていることを説明いただき、過
労死防止対策推進法の成立と働き方改革など一定の
前進はあるものの、依然問題があることを学びまし
た。また、フランスは余暇を通して「生きる喜び」
と「人としての尊厳」を見出す趣旨でバカンスの制
度を早くから確立したこと、余暇・休暇は人権とし

ての観点が重要と指摘。加えてＩＬＯ職業安全衛生
条約（155号条約）が来年から発効されることにな
り、危険な職場から「離れる権利」「逃げる権利」
が保障されることも学びました。

仲間が直面する多くの課題を共有

各組織からの報告では、建交労労職支部から職業
病となった労働者の救済活動の取り組みやじん肺ハ
ンドブック改訂の問題点、民医連から労災職業病の
診療、医師の働き方改革、熱中症対策、人手不足に
よる過重労働の実態、高教組から教員の長時間労働
と給特法改正問題や「いの健月間」でのアンケート
調査について報告がありました。また、松本地区労
連からは、外国人技能実習生の相談事例にふれなが
ら、外国人労働者の権利保障に向けた対応の強化、
パワハラ撲滅に向けての組織全体による取り組みの
実践が訴えられました。
過労死や労働災害を未然に防ぐための砦は「それ
ぞれの職場」にあります。職場の安全衛生活動の強
化に重点をおき、長野センターの果たすべき役割を
共有し、一層奮闘していく決意が固められました。

（長野センター 八重田景子）

各地・各団体のとりくみ
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いの健全国センターは５月27日、「政策・制度要
求2025」を特集した季刊誌No.１０６（2026．２冬季
号）の第２回目となる読者サロンを開催し、「あら
ゆるハラスメントと差別をなくし、ジェンダー平等
を進めること」をテーマに25名が参加して学習・
交流しました。
ミニ学習コーナーで講師を務めた全国センターの

九後健治事務局長は、「女性の“政治参画”と“経
済参画”が進んでおらずジェンダーギャップ指数は
148ヵ国中118位と低い。女性の家事や育児などの
無償労働時間が男性の５．５倍となっている一方で、
男性の有償労働時間は世界一長い」と日本のジェン
ダー不平等の実態を紹介。また、労働局へのハラス
メント相談件数が年々増加していることや全労連が
行った「職場でのハラスメントと性差別についての
アンケート」では、ハラスメントの背景にジェンダ
ー不平等があることが浮かび上がったことを報告し
ました。

ハラスメント法制の整備が急務

ハラスメントがなくならない背景には、パワハラ
・カスハラは労働施策総合推進法、セクハラは男女

雇用機会均等法、マタハラは育児介護休業法とハラ
スメントを規定した法律もバラバラで、ハラスメン
トの「境界線の曖昧さ」があると指摘。その上で
「ハラスメントは人権の問題」と述べ、ILO190号
条約の批准と包括的ハラスメント及び暴力禁止法の
制定の必要性を強調しました。

職場段階からできること

そして、①相談ができる頼りになる労働組合づく
り、②社会全体でジェンダー平等やハラスメントに
対する意識を高める意識改革、③心理的安全性が確
保された風通しのよい職場づくりを進めることが重
要であり、第三者介入ワークショップで学ぶなど、
職場段階の「対話と学びあい」を通じて、理解を深
めることがハラスメントをなくし、ジェンダー平等
を実現する第一歩だと語りました。
参加者からは、「ハラスメントからの退避の権利

を認めさせることが重要」「第三者による信頼でき
る相談窓口が必要」「告発者の保護を重視すること
が必要」「家父長制は罪深い社会の仕組みだったの
ではないか」などの意見が出されました。

（全国センター 溝口耕二）

皆さんは政治家の国会答弁や記者会見を見てい
て、イラッとしたり、モヤモヤしたりした経験はな
いでしょうか。「ご飯論法」という言葉があります
が、これは首相や大臣が質問の意図を“言葉の定義
のすり替え”でかわし、あたかも答えたかのように
見せる詭弁の一種です。
山崎雅弘さんの『詭弁社会』は、現代日本の公共

空間で横行するこうした「論理のすり替え」を鋭く
分析し、その構造を明らかにしてくれる一冊です。
政治家の答弁、メディアの論調、ＳＮＳ上の議論

など、私たちが日々接する言葉の中には、意図的か
無意識かを問わず、論点をずらし、相手の理解を混
乱させる言説が少なくありません。本書は、それら
の詭弁を丁寧に分類し、どこに問題が潜んでいるの
か、どう見抜き、どう批判し、どう距離を取るべき
かを具体的に示しています。
山崎さんは警告します。「詭弁の論法は立場の強

い者が弱い者に無力感を味わわせるために行われる
ことが多い。詭弁が社会に蔓延すれば、強者が弱者
を圧迫する構図は固定化され、この国は民主主義を
名乗れなくなる」と。これは現在の日本の状況とも

重なります。「お答えは
控える」「丁寧に説明す
る」「誤解を与えたなら
お詫びする」「○○には
当たらない」「再調査す
る考えはない」など、説
明責任の回避や論点ずら
しを私たちは何度も目に
してきました。
本書の魅力は、取り上
げられる事例が政治にと
どまらず、日常のコミュ
ニケーションにも応用できる点にあります。「なぜ
この発言は違和感があるのか」「どこで論理がねじ
曲げられているのか」といった疑問が、読後には驚
くほどクリアになります。『詭弁社会』は、社会の
空気に流されず、自分の頭で考えるための“思考の
防具”を与えてくれる本です。
今の日本の状況に危機感を抱くすべての人に、ぜ
ひ手に取ってほしい一冊です。

（宮城センター 遠藤利美）

ジェンダー平等、ハラスメントを考えるジェンダー平等、ハラスメントを考える

私私のの一一冊冊 64 「詭弁社会－日本を蝕む“怪物”の正体」 山崎雅弘著

祥伝社新書

季刊「いの健」／月イチ読者サロン（第２回）季刊「いの健」／月イチ読者サロン（第２回）
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日本経団連が「喫緊の最重要課題」（2026年版経
労委報告）と位置付けた裁量労働制の適用拡大。
内閣官房に設置された日本成長戦略会議（労働市

場改革分科会）は６月２日に「とりまとめ」を公表
し、「裁量労働制の対象の在り方について、見直し
の検討を行う必要がある」としました。夏以降、厚
労省の労働政策審議会（労働条件分科会）を舞台に
裁量労働制をめぐる本格的な議論が重ねられる見通
しです。これまでの議論では、使用者側委員から、
裁量労働制の適用者は「満足度が高い」「健康によ
い」などといった根拠に乏しい発言が繰り返されて
いますが、実際の運用はどうなっているのでしょう
か。全労連と労働法制中央連絡会が緊急の「実態調
査」を行い、５月15日に公表しました。

１ 調査の概要
・実施期間／２０２６年３月下旬～４月末
・回答数／個人：２６人（アンケート調査）、労働組
合：４労組・協議体（聴き取り調査）

・適用業務／専門業務型８８.５％ 企画業務型３.８％
わからない７.７％

２ 裁量の有無
裁量労働制を重要な導入要件である裁量があるか

どうかを裁量労働制適用者（個人）に尋ねました。そ
の結果、業務の遂行手段の裁量については「ない」
「ほとんどない」「少しはある」を合わせると34％
にのぼりました。また、労働時間の配分の裁量につ
いては「ない」「ほとんどない」「少しはある」を合
わせて30％のぼりました。
多くの職場で裁量がない（または少ない）働き方

（違法状態）のまま、裁量労働制が運用されており、
もはや制度の根幹が崩れていると言えます。違法状
態をあらためることからはじめるべきであり、適用
拡大など論外です。また、労働組合への聞き取り調
査では、「顧客との関係で事実上、裁量がない」（シ
ステムエンジニア）、「起こった事件を取材する受け
身の業務であるため、裁量がない」（新聞記者）、「研
究よりも学生への講義や実習の時間が多く、裁量が
ない」（教授研究）などの声があがっています。
幅広い対象業務で違法な運用が広がっていること

がうかがえます。

３ 労働時間への影響
裁量労働制のもとでは、実際の労働時間ではな

く、あらかじめ労使で合意した「みなし労働時間」
が優先されます。調査では、「みなし労働時間」に
ついて尋ねたところ、個人調査の回答者のうち半数
以上が「７時間３０分未満」（１日単位）と回答し、
労働組合調査では、すべて「８時間未満」（１日単
位）でした。
一方、実際の労働時間（１日平均）について尋ね
たところ、個人調査の回答は「８時間以上」が７割
を超え、中には「１１時間以上」という回答もありま
した。
また、労働組合調査では、「人員削減が続き、『み
なし労働時間』以上の長時間労働となっている」「成
果主義人事のもと、長時間労働を事実上強いられて
いる」「自己申告制のため、出退勤時刻が正確に把
握されていない」などの声がありました。多くの職
場でずさんな労働時間管理のもと、「みなし労働時
間」を超える長時間労働が横行している実態が垣間
見えます。
労働組合調査では、新たな問題も浮上していま
す。労働組合が平均労働時間などのデータ開示を要
求しても企業側が拒否する場合があると言います。
これでは、「みなし労働時間」が適正なのか検証で
きません。

４ 賃金の増減
調査では、裁量労働制の導入前後で賃金がどう変
化したかを尋ねています。その結果、「変わらない」
が38％、「上がった」が11％、「下がった」が７％、
「わからない」が34％となっています。
個別の事例に着目すると、「残業代がなくなり月
平均７～８万円減額になった」という回答もあり、
一部で裁量労働制が賃下げに利用されていることを
示しています。

今回の調査では、一部に「裁量労働制は特に問題
がない」「子育てに利用しやすい」という声もあり
ました。その際、「理由」としてあげられるのが、
労働時間の配分等に裁量が与えられる点です。しか
し、労働者に労働時間の配分等の裁量を与えること
は裁量労働制の導入をしなくても十分可能です（例
えば、フレックスタイム制の導入）。
政府は適用拡大の議論を進めるのではなく、裁量
労働制のずさんな運用が横行している実態を直視
し、廃止を含めた検討こそ進めるべきです。

（編集部）

「裁量のない裁量労働制」（違法状態）が横行（裁量労働制実態調査）「裁量のない裁量労働制」（違法状態）が横行（裁量労働制実態調査）

適用拡大は論外、もはや廃止しかない適用拡大は論外、もはや廃止しかない適用拡大は論外、もはや廃止しかない
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